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第52回（平成26年度）北海道優良米出荷共励会最優秀賞受賞者現地報告

第 2 部　最　優　秀　賞
（うるち 2 ha以上12ha未満）

　　　　　受　賞　者　氏　名　　新　田　　慎太郎　
　　　　　　　　　　　住　所　　岩見沢市北村豊里217
　　　　　審　査　員　北海道農政部生産振興局　技術普及課　農業研究本部駐在
　　　　　　　　　　　上席普及指導員　　竹　内　　　稔（農業革新支援専門員）

1 　経営の概況
　⑴　耕 地 面 積　35.8ha（田・畑の合計）
　⑵　水稲作付面積　9.19ha（ 3 ヶ年の平均）

項目� 年次 平成24年 平成25年 平成26年 3 カ年の平均

水稲作付面積
8.56　ha 8.49　ha 10.53　 a 9.19　ha

（2.96） （3.22） （3.77） （3.32）
注）移植栽培を含む面積。加工用米等も含む面積。（　）は移植栽培面積。

2 　家族の就業状況

本人・続柄 年 性別 平成24年 平成25年 平成26年

本人 45 男 ○ ○ ○

妻 46 女 ○ ○ ○

父 72 男 ○ ○ ○

母 68 女 ○ ○ ○

3 　立地条件と稲作の経歴
⑴　地勢・立地条件

　岩見沢市北村は、札幌から約40㎞北東の石狩平野東端部に位置しており、山地や丘陵など
が全く見られない平坦地で、平成18年 3 月に隣接する岩見沢市、栗沢町と合併した。石狩川
流域の肥沃な土壌に恵まれた農業地帯であり、なおかつ道内有数の穀倉地帯でもあるが、古
くは川の氾濫により水害が頻発していた歴史がある。
　気候的には石狩湾からの偏西風の影響を受ける豪雪地帯であるが、比較的温暖な日本海型
の気象条件下にある。
　土壌的には肥沃ではあるが、北村地区全体の77%が泥炭地で、残りの23%が沖積地である。

⑵　直播栽培の取組経過

　新田氏の直播栽培は、平成15年より始まった。当初は転作作物として、小麦や大豆を転作

直播栽培部門　個人の部
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畑で作付けし、水田と分けて栽培していたものの、徐々に転作畑においては連作を余儀なく
されたため、田畑輪換に踏み切った。開始時の品種は「あきほ」であったが、苗立ちの不安
定性や倒伏の危険性など、安定した直播栽培とはならなかった。しかしその後、冷凍米飯用
途としての「大地の星」の登場により、培われた栽培技術と水田基盤の整備なども相俟って、
多収安定の直播栽培を達成している。

4 　稲作技術の特徴
⑴　土づくりと透排水性改善

　水田は、下層に泥炭層が存在し、透排水性の不良な部類に属している。春先の乾田化は、
苗立ちの安定化をもたらし、転作時においても土壌物理性の変化が少なく、スムーズな転換
が期待できる。
　田畑輪換を柱とした「空知型輪作体系」を実践しているため、基本の前作は小麦（場合に
よってなたね）となるが、収穫後に有機物補給を兼ね緑肥えん麦を栽培した後、プラウ耕で
反転鋤込みを秋期に行っている。
　また、融雪を兼ねたケイ酸質資材は毎年10 a 当たり100㎏を施用しており、稲体の健全化
も併せて図っている。
　前述の田畑輪換だけでも土壌物理性は向上するが、耕盤層の破壊を目的とした深根性のデ
ントコーンを導入したり、平成17年からは全ほ場に集中管理孔を整備したことにより無代か
き栽培が可能となり、団粒構造の破壊を最小限にくい止めることができたことも、透排水性
の保持に大きく貢献している。

項目� 年次 平成24年 平成25年 平成26年

融雪促進または
土壌改良材（㎏／10 a ）

資材名 スーパーミネカル スーパーミネカル スーパーミネカル

施用量 100㎏ 100㎏ 100㎏

透排水性改善 プラウ耕 プラウ耕 プラウ耕

稲わらの処理法

前年産 春鋤込 ％ ％ ％

当年産
搬　出 100% 100% 100%

秋鋤込 % % %

（備考）緑肥として前年秋にえん麦を鋤込み。

⑵　施肥量等

　施肥においては、畑地から復元することで発現する土壌窒素を活用することで、基肥の減
肥を実現するとともに、発酵鶏糞を施用して化学肥料割合を慣行の50%以下に留めている。
　乾田直播のため、追肥は生育状況を勘案しつつ、窒素成分で10 a 当たり約 2 ㎏程度、 6 月
下旬と 7 月上旬に実施しており、この 3 年間とも倒伏は極一部に見られるのみである。
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年次

項目

平成24年 平成25年 平成26年

N P K N P K N P K

基　　肥
（㎏／10 a ）

全　　層 5.0 5.0 3.0 5.0 5.0 3.0 5.0 5.0 3.0

側　　条

追　　肥

㎏／10 a 2.1 2.1 2.1

期　　日 6 /21 6 /22 6 /22

㎏／10 a 2.1 2.1 2.1

期　　日 7 / 4 7 /13 7 / 7

（備考） 3 カ年とも一部倒伏、基肥に発酵鶏糞の施用、復元田により減肥。

⑶　出芽促進技術、播種時期、播種量等

　播種に当たっては乾籾のみで、作業性を向上させるためにカルパーコーティング等の処理
は行っていない。だが、この方式での現地における実証試験を経て、安定多収技術の組み立
てを図っている。
　プラウ耕での物理性改善はもとより、その後は起伏を減らすためのレーザーレベラー施工
を必須作業と位置づけ、播種床の均平を図るとともに、播種後の鎮圧作業も念入りに実施し
ている。
　また、全筆で整備した集中管理孔による地下灌漑技術を活用することでも、精密な水管理
が可能となり、発芽率の向上にプラスとなっている。
　播種量は当初は10 a 当たり14㎏とほぼ規定量を播種していたものの、その後は自ら減量試
験を行うなどして、現在は10㎏まで低減している。
　最終的には 7 ㎏程度の播種量を検討している。

項目� 年次 平成24年 平成25年 平成26年

播種時期 5 月12日、 5 月18日 5 月18日〜　月　日 5 月 6 日〜 5 月 7 日

播種量（乾籾換算重） 13.5㎏／10 a 10.0㎏／10 a 10.0㎏／10 a
（備考）播種前に均平作業実施。平成26年予備入水 5 月10日、 5 月28日、湛水開始 6 月 7 日。
　　　　　漏水対策として、事前に畦塗、播種後に鎮圧作業実施。

⑷　雑草及び病害虫防除

　田畑輪換により、一旦畑状態を経ることで水田雑草の密度を抑制し、除草効率を上げてい
る。また、逆に畑作物栽培時においても、湛水状態下は畑地雑草の低減につながり、双方に
効果がみられている。
　除草剤は、播種後湛水前に 1 回、湛水後はヒエやスズメノカタビラを主体として 2 回実施
しているが、処理においては処理効果が最大になるようタイミングには気を配っている。
　また、病害虫では発生対応型防除を念頭に、その発生状況を的確に把握することに努めて
いる。いもち病ではブラスタムの活用や圃場の見回りに加えて、直播ならではの栽植密度の
高さから、発生前に予防剤を散布し対応している。
　カメムシ防除では、すくい取りと地域に設置してある予察灯のデータを参考に、適期防除
に努めている。
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除草剤名等 処理時期 効　果 残草程度・種類等

①ラウンドアップマックスロード 5 月25日 大 小

②クリンチャー EW 6 月10日 大 微

③クリンチャーバスME液剤 6 月27日 大 微

④ビビフルフロアブル 7 月28日 大 （植物調節剤）

（備考）

5 　低コスト・省力化等の取組み
　直播栽培では、初期投資額が高額となるため、新田氏が所属するJAいわみざわ水稲直まき
研究会では、作業機械の共同所有（播種機、レーザーレベラー、ケンブリッジローラー等）を
図っており、氏も播種時における機械の共同利用や共同作業の実施、収穫時においても機械・
施設を共同利用しており、より省力で低コストに向けて取り組んでいる。
　また、播種機においては汎用性のあるタイプのため、麦・大豆の播種にも利用できることで、
更に低コスト化が図られている。

6 　直播栽培に係る経営的な視点と産米出荷実績
　前述の通り、機械コストを下げるために共同所有を実践していることは、経営的にも非常に
プラスとなっている。物材費のコスト低減は既に限界に近いものの、苗立ち数確保に重要な播
種量でさえ、試験や工夫を加えつつ、その削減を図り、少しでも物材費を低減する方向でも検
討を進めている。
　現在、田植機が使用できることと家内労働力があるため、 4 haほどの移植栽培も行ってい
るが、いずれは全面的に直播栽培への移行も視野に入れている。
　新田氏にとって、水稲直播栽培は農業経営上の欠かせない、輪作（田畑輪換）の中の 1 アイ
テムとして考えており、水稲直播のみで捉えてはいない。
　畑作物を含め、①輪作を行うことで「土づくり」が図られる②それぞれの品目において相乗
的に、収量の向上が図られる③水稲・畑作等で機械の汎用化が可能となる④播種・収穫・調製
作業と共同作業が可能となっており、それらが有機的に結びつくことによって、経費の削減や
経営全体の改善が達成できるとしている。

項目� 年次 平成24年 平成25年 平成26年 3 カ年の合計

総 出 荷 数 量　　① 583俵 509俵 696俵 1788俵

製 品 出 荷 数 量　　② 583俵 509俵 696俵 1788俵

一 等 米 数 量　　③ 583俵 509俵 696俵 1788俵

一 等 米 比 率③／② 100% 100% 100% 100%

7 　むすび
　新田氏は、日頃から研究熱心で早くから乾籾播種や播種量削減に向けて実証・導入化を図る
とともに、JAいわみざわ水稲直まき研究会会長として、会の運営に携わるだけでなく、地域
リーダーとしても活躍している。また、他地区へも積極的に情報提供を行って、直播栽培の裾
野を広げるべく活動している。
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　今後も直播栽培に係る技術的サポートにとどまらず、それらを活用しての経営改善、地域振
興を担っていただきたい。

（執筆者：北海道農政部生産振興局 技術普及課　農業研究本部駐在 上席普及指導員）　　　　　　　　　　　　　　竹　内　　　稔（農業革新支援専門員）　




